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1──はじめに

EUには，「旅客の権利」（passenger’s rights）という日本

ではあまり馴染みのない言葉がある．航空便についての

搭乗拒否，キャンセル及び長時間の遅延時の旅客への補

償やケアについて定めたRegulation（EC）No 261/2004

（以下「APR規則」）は，EUにおける「旅客の権利」の中核

である．2005年の航空分野での導入後，鉄道，旅客船，

バス及びコーチといった交通モード全般へと広がりを見

せている．

「旅客の権利」はEU以外の先進国へも広がりを見せて

いる．米国では2009年12月，滑走路待機中の航空機内

に旅客を3時間以上留め置いてはならないとする新規則

が制定された．同規則は翌年4月，対象を米国国内線か

ら外国航空機を含むすべての航空会社へ拡大した．さら

に，「搭乗拒否」時の航空会社から旅客への金銭補償額

の拡大，航空荷物の紛失や遅延時における荷物運搬費

分の料金返納の義務付けなどの措置が講じられている1）．

カナダでは，2007年に航空会社へ「運送約款」を表示

することを義務付ける法が成立した．2008年には，「飛行

の権利・カナダ（Flight rights Canada）」と題し，情報提供

を強化するキャンペーンが実施されたほか，航空会社に

よる「行動憲章」が定められ，4時間以上の遅延時におけ

る食事券提供義務などが定められている2）．

本稿では，「旅客の権利」という概念が国・地域により

それぞれに異なることに留意しつつ，EUにおいて「旅客

の権利」の中核と位置付けられ，誕生後幾多の議論を経

たRegulation（EC）No 261/2004（APR規則）に焦点をしぼ

り，当該規則誕生の背景，その後の運用状況（累次の判例

や最近の出来事をめぐる議論）などの紹介を行う．またそ

れを通じて日本の航空行政へ与える視座について若干

の提供を試みる．

なお，本稿で述べられる見解はすべて筆者個人の見解
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であることにご留意いただければ幸いである．

2──「旅客の権利」とは何か？
－Regulation （EC）No 261/2004（APR規

則）の概要－

APR規則は，旅客が被りうる不都合を①搭乗拒否

（denied boarding），②キャンセル（cancellation），③遅延

（delay）の3つに分類した上で，それぞれの場合ごとに旅

客が保証されるべき権利を規定した規則である．航空旅

客が，スケジュール通りに目的地まで輸送されるべきこと

を「旅客の権利」と規定し，その概要は表─1の通りとされ

ている．

「搭乗拒否」とは，例えば，航空会社が座席数以上の予

約を受け付けてしまったため，出発日当日のチェックイン

の際，一部旅客の搭乗を断らざるを得ないなどの事態を

指す．この場合，搭乗を拒否された旅客には，①チケット

代金の返金又は目的地までの代替輸送（航空に限らない）

が用意されることに加えて，②目的地までの飛行距離に

応じて250ユーロから600ユーロの追加的金銭補償が保

証される．また，③代替輸送が手配される場合，食事や

飲料のほか，必要に応じホテルやホテルまでの交通費等

の提供が航空会社に義務付けられている．

「キャンセル」とは，予定されていたフライトが取りやめと

なる事態を指す．旅客に対しては，自然災害などの「異常

な状況」（extraordinary circumstances）を理由とする場合

や，航空会社が当該キャンセルについて2週間以上前に

旅客に通知した場合等を除き，「搭乗拒否」の場合と同等

の権利が保証される．

「遅延」とは，運航の距離に応じて，2時間または3時間

以上の出発遅延を指す．遅延の長さ次第で，食事や飲料

の提供，必要な場合，ホテルやホテルまでの交通費等の

提供が航空会社へ義務付けられている．

030‐035紹介̲墳崎氏:初校  12/01/20  14:10  ページ 030



運輸政策研究Vol.14 No.4 2012 Winter紹介 031

また同規則では，航空会社による旅客への情報提供に

も併せ重きが置かれている．旅客への情報提供なくして

は，そもそも旅客は当該権利を知りうることができず，それ

は規則がすべての旅客に保証した補償やケアの実質的

な無効化を意味するからである．

3──背景

EUにおいて，5年以上も前から本APR規則が導入され

ている背景は何か．一つの要因としてEUにおける「航空

自由化」の進展があげられる．EUでは，1987年の「第1

次航空自由化パッケージ」を皮切りに，1992年の「第3次

航空自由化パッケージ」を経て，運賃，容量，運輸権の自

由化がなされた．また，国際航空の世界で聖域とされた

カボタージュ（1国内の2地点間の輸送）も自由化され，

1997年には国家の枠をこえた「EU単一航空市場」を完成

させている．これにより，例えば，1992年から2009年の約

18年間で，①2以上のキャリアが運航するEU域内路線は

310％増加し，②国境を超えるEU域内路線数は220％の

増加，③航空事業者数は25％増加（主に格安航空会社）

し，④2000年以降では旅客数が3割以上増加したと言わ

れている．また図─1で示されるように，格安航空会社の

占める割合が3割以上となるなど，航空会社のタイプ別構

成が大きく変容した3）．

一方で，競争の激化による輸送量の増加とともに，“身

近”となった航空輸送に対する旅客の強い不満が浮き彫

りとなった．欧州委員会の推計によれば，1999年当時，

EU域内空港におけるチェックインの際，突然の不快な経

験をした人は年間で約25万人いるとされ4），それら場面が

欧州マスメディアにおいて相次いで報じられた．自由化

の進展で運賃や路線の多様化が図られる一方で，航空輸

送サービスの質に大きな注目が寄せられたのである．

こうした状況を受け，欧州委員会は2001年12月，APR

規則原案を欧州議会及び理事会（EU加盟国閣僚会議）へ

提出する4）．欧州委員会の提案を受けた欧州議会とEU

各加盟国は，航空輸送サービスの質向上の必要性につい

ては即座に同意したものの，航空会社による自主的取組

では本当に不十分なのか，最低限の補償やケアレベルに

法的拘束力をもたせることの是非等について議論を重ね

た．両者間の議論は，ようやく2003年10月実質的な合意

をみる（正式合意は2004年1月）5）が，当該合意について，

例えば，欧州航空輸送協会（Association of European

Airlines）は，「加盟各社は同規則につき，当初より深刻な

懸念を抱いている．国際条約に照らして整合的なものと

いえるのか疑問を抱き，「遅延」や「異常事態」などの不明

Denied Boarding

（搭乗拒否）

※健康，安全，書類不備など正当

　な理由によるものを除く．

Cancellations

（フライト・キャンセル）

Long Delays

（長時間の遅延）

①1,500km以内：2時間以上
②1,500－3,500km：3時間以上
③上記以外：4時間以上

Financial Compensation（金銭補償）

※ただし，代替輸送によって当初の到着

時刻からの遅れが一定の範囲内（2～4時
間）の場合，金銭補償額は半額

<-1,500km

250€

〃

※1

なし

1,500－3,500km

400€

〃

※1

なし

<3,500km

600€

〃

※1

なし

Reimbursement

（チケット代金の返金）

or
Re-Routing

（代替輸送）

※旅客が選択できる．

○

○

○

※2

Meals and

refreshaments

（食事と飲料）

○

○

○

Hotels

and transport

（ホテル・空港間）

※宿泊が必要な場

合のみに限る．

○

○

○

two telephone
calls，telex，

fax or
e-mails

○

○

○

※1 ただし，以下の場合，航空会社への支払い義務は生じない．
①航空会社の責任によるものでない場合（火山灰危機などの「例外的状況」など），
②a航空会社が2週間以上前に通知した場合，
②b航空会社が代替便（当初便より2～4時間以内遅れの到着）を提供した場合，

※2 5時間以上の遅延の場合に限る．

■表―1　EUAPR規則（Regulation（EC）261/2004）の概要
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出典：参考文献3）参照

■図―1 EUにおける航空会社タイプ別供給力の推移
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瞭な規定の数 を々激しく非難している．」とのコメントを残

した．また，国際航空輸送協会（IATA：International Air

Transport Association）からは，新規則を「不完全」とした

うえで，国際条約との整合性やあいまいな規定ぶりゆえ航

空会社と旅客の間で終わりのない論争が続くことへの懸

念が示された6）．

4──APR規則を巡る判例

航空会社が指摘した通り，APR規則の解釈をめぐって

は，2005年2月の施行以来，多くの議論を呼び，訴訟での

決着となったケースも少なくない．それは欧州委員会自身

が認めるように，革新的な規則であるがゆえ，また，複数

の立法者による妥協の産物であるがゆえに，EU「規則」

（regulation）としてそれがそのまま各加盟国における立法

を経ずに市民へ直接適用されるにもかかわらず，多くの曖

昧な規定が残されているからである．例えば，欧州司法

裁判所（European Court of Justice）による判例の一つであ

るWallentin-Herrman事案では，以下の点が争われている．

本件は，アリタリア航空と旅客間で争われた係争であ

る．出発予定の前日，同社はエンジンに欠陥を発見した

が，早急な修理が不可能であったことから，フライトをキャ

ンセルした．キャンセル時，APR規則では，旅客には運行

距離に応じて金銭補償を受ける権利が保証されている

が，同社は本キャンセルが，APR規則が別途定める「異常

な状況」（extraordinary circumstances）によるものであると

し，旅客への金銭補償を拒否した．本係争では，エンジ

ンの欠陥がこの「異常な状況」にあたるのかが争われた．

欧州司法裁判所は，エンジンの欠陥のような技術的問

題は，それだけでは「異常な状況」とはならないとの判決

を示し，メンテナンス中に判明する技術的問題は航空会

社の通常の活動に本来備わっているものであるとし，技

術的問題は必ずしも航空会社による補償義務を免除する

ものとはならないことが明確とされた．一方で，航空会社

の通常の活動に本来備わっているとはいえない事情に起

因するケース，例えば，労働者が故意に機械設備を損傷

して営業を妨害する場合（いわゆる“サボタージュ”）など

は，航空会社がそれを原因とするフライトキャンセルを避

けるため，十分な従業員や設備，金銭等を投入したとして

も避けることが不可能であったことを示すことができれば

「異常な状況」となりうるとされている7）．

5──2010年アイスランド火山噴火

APR規則への関心を広く一般へ広めたのは，2010年4

月14日に始まったアイスランドのエイヤフィヤトラヨークトル

火山噴火であろう．欧州全域に及んだ空域閉鎖によって，

10万件以上のフライトキャンセルが生じ，約1,000万人の

旅行者が影響を受けたといわれる8）．その際，各地の空

港に滞留した旅客が，APR規則に基づきどこまで保護さ

れるのかに大きな注目が集まった．

APR規則では，「異常な状況」を理由とする「キャンセル」

の場合，旅客に返金の権利は生じても「金銭補償」の権利

は生じないとされている．一方で，たとえ「異常な状況」で

あっても，「キャンセル」や「遅延」を被った旅客に対する

「ケア」（代替便の手配，食事や宿泊の提供）は，航空会社

へ変わらず義務付けられている．欧州委員会は同年4月

15日に緊急に発出したプレスリリース9）のなかで，「このよ

うな例外的な状況においてさえ，EU旅客の権利は引き

続き適用され，旅行者は権利の主張をはっきり行うべき

である．」としたうえで，旅客には，①航空会社から情報を

受け取る権利，②ケアを受ける権利（飲料，食事，宿舎な

ど），③運賃の返還か最終目的地までの代替輸送を選択

する権利が与えられることを明確にした．

航空会社としては，APR規則上明確であるにせよ，これ

だけ多くの旅客に対して一斉に「ケア」を行わなければな

らないことは大きな負担であり，各社からは多くの疑問が

寄せられた．例えば，欧州最大手の格安航空会社である

ライアンエアーのCEOマイケル・オルリー氏は，噴火による

空港閉鎖直後の4月19日，APR規則について「ばかげた」

（ludicrous）規則であると一蹴した10）．20ユーロや30ユー

ロで航空券を買った人間が，数百ユーロにのぼるホテル

代を航空会社へ請求する権利があるのか疑問を呈し，請

求はオリジナルのチケット運賃までに限られるとの見解を

述べている．イージージェットのオリバー・オウスト氏は「旅

客への補償が法令に規定されていることは認めるが，法

令は目的にかなっていない．当該法令はオーバーブッキ

ング対策として起草されたもので，自然災害時に航空会社

を最後の保証人とすることは企図されていない．」などの

コメントを述べている11）．火山灰噴火事案直後に欧州航

空輸送協会（AEA）がとりあえずの試算として公表したとこ

ろによれば，同協会会員航空会社（主に大手航空会社）が

APR規則に関連して強いられたコスト負担は，4月15日～

23日の9日間だけで，約1億9,400万ユーロであったとされ

ている12）．

前述4月15日のプレスリリース後も欧州委員会はAPR

規則の解説に努めた．欧州消費者センター（European

Consumer Centers）は，欧州委員会の協力を得て，旅客

が請求する際の「雛型」と各航空会社，各国当局の連絡

先，よくある質問集等をHP上で提供し，旅客のみが過度

の金銭的負担を負うことがないよう円滑な請求を後押し

した．また，APR規則の解釈について各国規制当局及び
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航空会社から繰り返し殺到する質問については，欧州委

員会が非公式のガイドラインを作成し，その統一的な適用

の確保に努めた．

空港閉鎖が徐々に解除されるにつれ，旅客の権利をめ

ぐる混乱も次第に収まっていったものの，アイスランド火山

灰危機を経て，APR規則の各規定の曖昧さ，加盟国当局

間での解釈や施行の不調和などの問題点，さらには航空

会社の規則に対する強い不満が浮き彫りとなった．

6──見直しの議論

6.1  議論の開始

EUでは，2010年6月，欧州委員会は火山灰危機後初め

て，APR規則見直しに関する関係者会合を開催した．主

な意見は表─2の通りである．

またこのほか，同年7月には火山灰危機前に開始した

パブリックコンサルテーションの結果をとりまとめ，合計で

354件（当局23件，消費者団体231件，産業界71件など）の

集計結果を公表している．紹介は避けるが，非常に多く

の消費者団体の参画を得ている点に特徴がある13）．

6.2  火山灰危機から1年－見直しの方向性－

こうした議論・分析を経て，2011年4月，アイスランド火

山灰事案から1年を機に，欧州委員会はプレスリリースを

発出し14），APR規則を以下の通り評価した．

「1,000万人以上の旅客が影響を受けたにもかかわら

ず，EU各国当局が受け取った苦情は総計で約1万件と推

計される．これは比較的小さな数字であり，大方の航空

会社が真摯にAPR規則に基づく責任を履行したものと評

価される．キャンセルされたフライトの返金や代替便の手

配，短期間のケアに対する旅客からの要請は適切な期間

で処理された．一方で，比較的長期にわたり自国外での

滞在を余儀なくされた旅客による要請は額が大きく，場合

によっては裁判による解決を要するであろう．」

また同じく4月「政策提案文書」（communication）8）に

おいては，総括的な評価として，「APR規則は前例のない

出来事においても効果を発揮し，旅客への打撃を最小限

とした．APR規則がなければ，全体としてより大きなコス

ト，混乱が欧州市民及び社会へ生じていたことは間違い

ない．」と，APR規則の有用性を改めて確認している．

そのうえで同文書は，課題として，①規則の統一的な解

釈と一貫した施行の欠如に起因する運用上の難点が依

然として大きい，②苦情処理手続や旅客への回答期限が

加盟国ごとに著しく異なること，施行当局の意見に法的拘

束力がなく，その範囲が狭いことで，必ずしも規則が予定

する通りの解決に至らないため旅客は依然として不満を

抱えており，それが規則の効果を弱めている，③旅客の同

規則に対する認知度が上昇しているようにはみえないと

指摘し，2012年にAPR規則にかかる更なる措置を提案す

ることを視野に，2011年中に影響調査（impact assess-

ment）を開始し，現行規則のバランス，関係者のコスト負

担の評価を行うことを掲げている．

7──若干の考察

7.1  最低限のサービス水準とは何か－規制か市場か－

EU「旅客の権利」規則は依然として多くの課題を抱えて

いる．火山灰事案のような危機時についてはさらに別途

の議論があり得るが，特に平時におけるキャンセルや遅

延等による乗客への不利益について，そもそもどこまで政

府による規制で保護されるべきで，どこからが市場の力

に期待するべきなのかという根本的な疑問が残されてい

る．米国で2011年に導入された航空旅客の権利に関す

る新規則をめぐっては，IATAが「これは1978年の規制緩

和以来最大の再規制である．彼らは民間セクターに介入

しようとしている．」とコメントした一方，1978年の米国規制

緩和の設計者の一人であるニューヨーク法科大学のM．

レバン氏は「本（旅客の権利）規則はエアラインを通常の

産業として扱っているだけである．航空会社は通常の産

業として扱ってほしいが消費者保護規制は欲しくないとは

いえないはずである．」と述べている15）．

体系的な比較は今後の分析を待たねばならないが，筆

者が知る限り，日本ではEUの旅客の規則にあたる航空法

令や消費者保護法令は見当たらない．各航空事業者に

は，航空法に基づき「運送約款」の国土交通大臣認可を

①英国民間航空庁（施行当局）

・APR規則によって，火山灰危機の際も大方の旅客はうまく保護された．
・旅客の請求を迅速に解決できる裁判所や代替紛争解決法（ADR）の
検討を行うべきである．

・欧州航空会社の競争条件確保のため，EU 規則は他国の法令と同等で
ある必要がある．

②欧州航空輸送協会（AEA）
・消費者に仕えることが航空会社の利益．できなければ市場によって淘

汰される．

・「異常な状況」について，より厳密な定義が必要である．

・各国施行当局間の規則解釈の不一致は解消されるべきである．

・交通モード間の競争条件，非欧州系航空会社との競争条件の確保が図

られるべきである．

・ADRが検討されるべきである．
③欧州旅客連盟（European Passenger Federation）
・英国での旅客満足度調査によれば，旅客には依然不満が多いことが明

らかとなっている．

・多くの旅客は権利に精通していない．法令は簡易な補償を後押しする

べきである．

■表―2　関係者ヒアリング（2010年6月28日）における参加者から
の主な意見
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得ることが求められているが，同約款では，「会社は，会社

の選択により，宿泊費を負担することがあります．」等旅客

の保護に関連する記述がなされているものの，これらは

あくまで航空会社による自主的措置にとどまり，航空会社

へ法的義務を課したEUとは異なる．

もちろん，法的拘束力のある規制の有無と当該国にお

ける旅客サービスの高低は必ずしもリンクしない．一方で，

日本の航空行政が現在大きな転換期を迎えているという

点に留意する必要がある．海外より格安航空会社が日本

へ入ってきた場合，最低限のサービス水準をどう確保す

るのか．いわゆる「安かろう，悪かろう」が日本で許される

のか．EUや米国における事例がそのまま日本へ適用で

きるとは限らないが，変容する航空市場の姿を見据えた

うえで，いろいろなケースを想定した分析が求められる．

7.2  危機時の旅客は誰が守るのか

一方，火山灰危機のような危機時において，いかにして

旅客は守られるべきかという議論は待ったなしである．

EUにおいて，航空会社の責に起因しない火山灰危機の

ようなケースでさえ，旅客への補償や支援をすべて航空

会社が行うこととされているのは，旅客にとっての分かり

やすさゆえである．まずは航空会社が一義的に補償やケ

アの窓口であることが旅客の安心につながっている．

一方で航空会社には強い抵抗がある．2010年の冬，英

国を中心に襲った欧州大寒波はいくつかの空港を閉鎖

へ追い込んだが，これは空港運営者の準備不足（例えば

融雪剤の保管量が不足していたなど）による点が少なくな

いとされた16）．生じたコストはその後空港運営者等に転

嫁することができるのかなど論点はつきない．

また，一義的な支援窓口が航空会社とされたからと

いって，空港関係者や政府等が危機時に何もしなくてよ

い，ということには当然ならない．滞留する空港旅客への

情報提供，休息場所の提供などは空港等に当然に求めら

れる取組であり，こうした点について，何らかの規制等が

必要なのかという点も議論が必要となろう．

7.3  国際社会における法令の重複適用

加えて，航空輸送産業の特殊性を見落としてはならな

い．EUのみならず，「旅客の権利」類似の法令の制定が米

国，カナダなどの先進国で進んでいる．しかし，それらが規

定する内容には国や地域によって相当な差異がある17）．

例えば航空便キャンセルの場合，米国では宿泊のみが提

供されるが，EUでは，最高600ユーロの金銭補償を伴う．

同じ空港から飛び立つにもかかわらず，利用する航空

会社の国籍が異なることで旅客が最低限に保証される権

利が異なるということをどう考えるのか．EUのAPR規則

は，表─3に掲げるように，第3国発EU着便についてはEU

航空会社便にのみ適用されるとする一方で，EU発第3国

便については，航空会社の国籍を問わずすべての便に適

用されるとしている．国際航空輸送の伝統的考え方であ

る「航空機は，原則として登録国の排他的管轄権に服す

る．」に依拠しつつも，少なくともEU域内空港においては，

EU市民が航空会社の別（EU籍か第3国籍か）によって「最

低限の」旅客の権利すら保証されない事態を避けている．

他方，そのような適用方針は同一の航空便に対して，複

数の国の異なる法令が適用される可能性を生じる．例え

ば，ロンドン発ワシントン着のデルタ航空は米国及びEU

両者の法令が適用されるなど，発着両国法令の適用関係

について議論が生じうる．EUAPR規則は，伝統的な航空

機国籍主義ではなく，航空機発地主義（自国籍の航空機

への適用でなく，自国空港発の航空機への適用）をとって

いると考えることができようが，第3国がEUと同様，国籍

を問わない航空機発地主義を採る保証はどこにもない．

「旅客の権利」については自国での検討のみならず，国際

的動向をきめ細かくモニターする必要があろう．我が国法

令との適用関係の整理なしには，本邦航空会社が法令の

二重適用に服さざるを得ない，不必要に過度の規制に服

さざるを得ないという事態がありうる．2国間調整コスト

を考えれば，将来的にはマルチでの解決を図ることも視

野に入れなくてはならないと思われる．

7.4  グローバル市場の競争条件

より大きな文脈では，国をこえた航空会社間の競争条

件の構築・確保という点を忘れてはならない．EUが域内

市場統一の過程で経験したように，今後「旅客の権利」が

各国ごとにその内容に大きな差がある形のまま広がって

いけば，どの国の法令が適用されるかによって，航空会社

間の競争条件が異なってしまう可能性がある．一方で，途

上国も含めた航空輸送サービスの大競争時代において，

旅客の権利規則のような航空サービスの「質」に着目した

規則の採用は，価格のみで勝負する航空会社の参入を抑

止し，質の高いサービスの供給を堅持するエアラインの競

争条件の維持や向上につながるとの見方もできる．意図

運輸政策研究 Vol.14 No.4 2012 Winter 紹介034

第3国籍航空便
適用

不適用

EU空港発第3国空
港着便（及びEU域
内便）

第3国空港発EU空
港着便

EU籍航空便
適用

適用

※ただし，旅客が当該第3
国において便宜や補償を受

けたり，支援を享受してい

る場合は不適用．

■表―3　EU・APR規則の適用関係
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的に「参入障壁」として利用されることは国際社会から許

容されないであろうが，オープンスカイの土俵という観点

から，こうした社会的規制の要否について議論がなされて

もよいのではないか．

昨今の国際輸送市場をめぐる状況の大きな変化のも

と，航空当局には，一面では規制当局として航空会社等

を監督し，安全や保安の確保を確実にする役割が期待さ

れ，一面では世界市場において自国の航空産業発展を後

押しする役割が期待されている．日本の航空会社が競争

力を発揮しやすい形に国際市場のルール整備に貢献して

いくことは大きな課題として突き付けられている．

本稿が，我が国航空サービスの向上，我が国航空産業の

更なる発展に向けた議論の一助となることを期待したい．
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